
メディア・イベントとしての佐藤訪沖
― 米国のフレンドシップ作戦と効果 ―

吉本　秀子

Prime Minister Sato’s Visit on Okinawa as a Media Event:
― Operation Friendship and its Effects ―

1．はじめに—目的・理論的土台・意義
1965 年 8 月 19 日、米軍機フレンドシップ号に先

導された日本政府専用機から那覇民間空港に降り
立った佐藤栄作首相は、待機していた当時の琉球政
府関係者ら総勢五百人による出迎えを受けた。そこ
には、米軍楽隊、その後ろに配置された名誉警備兵、
そして、報道陣らのテレビカメラが佐藤を待ち受け
ていた。１）その前で佐藤は、「沖縄の復帰なくして
日本の戦後は終わらない」とあらかじめ準備された
原稿に基づく会見を行った。日本政府側は佐藤訪沖
を絶好の広報外交の機会と捉え、佐藤のスピーチ原
稿に関する一字一句を入念に検討するなど、その効
果を狙った対策を練っていた。２）多くの首脳外交
がそうであるように、この日の佐藤訪沖もメディア
による報道の効果を狙って事前に企画されたメディ
ア・イベントであり、またメディアを通した広報外
交であった。

同時に米国側も佐藤訪沖を重要イベントと捉え、
ワシントンの国務省・国防省、東京の在駐日大使館、
沖縄の米民政府の間で対策を練った。日本側の情報
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発信が積極的だったのに対し、米国側は守りの姿勢
だったが、日本の首相の沖縄訪問を消極的ながらも
承認する立場を示したことは米国外交政策の転換点
を示すものだった。米国側も佐藤訪沖を広報「外交」
の機会と捉えた。米国が意図したのは、日本が米国
の沖縄統治を黙認しており、日米は友好関係にある
というイメージを提示することだった。その結果と
して日本の米軍基地への支持を取り付けようとする
狙いがあった。佐藤を迎える計画は訪問団の乗る日
航機を先導した米軍機の名称をとってフレンドシッ
プ作戦 （Operation Friendship）と呼ばれた。３）本
稿では、同作戦記録をはじめとした米国の史料をも
とに、佐藤訪沖をメディア・イベントと捉え、これ
に対する米国側の送り手の意図、準備過程、その効
果について検討する。

メディア・イベントとは、メディアに報道される
ことをあらかじめ想定して計画されるイベントのこ
とである。ダヤンとカッツによるメディア・イベン
トの定義はテレビ放送を中心に想定されたものだ
が、彼らによれば、テレビを通じて提示されるイメー
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ジが送り手の価値観を強く打ち出し、提示される主
体に地位付与的な効果を与えるとされ、その効果は

「戴冠（coronation）効果」と呼ばれている。ダヤ
ンとカッツによれば、メディア・イベントの構成要
素の一つは「事前計画される」ことである。その意
味において外交儀礼は事前準備が行いやすく、送り
手の価値観に戴冠効果を加えて送出するための絶好
の機会といえた。４）日本占領の任務を終えて帰国
したマッカーサーの凱旋パレードが放送された際、
実際に現場にいた人々の大半は覚めていたにも関わ
らず、熱狂的歓迎を受けているイメージがテレビで
提示された。５）フレンドシップ作戦の立案者らが、
メディア・イベントという言葉を知っていたどうか
は分からないが、1961 年、キャラウェイ高等弁務
官が沖縄に着任した際には凱旋パレード「ハイス
イッチ作戦」が実施され、テレビによる効果を意識
したと思われる広報作戦が実施された。６）沖縄で
は 1959 年にテレビ放送が開始されていた。佐藤訪
沖の前年の 64 年 9 月には日本と沖縄を結ぶマイク
ロ回線を通じて東京オリンピックが放送された。７）

佐藤訪沖に際しては那覇空港に 500 人、初日の昼食
会場であった国栄館に 1,200 人の招待客が集められ
た。これほど大勢の人を集めたのはおそらく熱狂的
歓迎のイメージを演出するためだったとみられる。
一方、佐藤側もテレビを意識していたとみられ、沖
縄本島まで開通したマイクロ回線を石垣島と宮古島
まで延長し、日本のテレビを見られるようにすると
子どもたちに約束している。８）

しかし、作戦を計画した米国側にすると、高等弁
務官の着任パレードが自分たちと同じ価値観を持つ
主体を演出する、期待した効果の得やすい作戦で
あったのに対し、外国の首相である佐藤を迎える作
戦は、異なる意図を持つ相手を対象とする点におい
て必ずしも「事前計画された」通りの効果を生むと
は限らない難しさがあった。沖縄は当時、主権は日
本に残存するが、米国の施政下にあるという特異な
政治的状況におかれていた。そこで佐藤訪沖という
メディア・イベントはどのような効果をもたらした
のか。ダヤンとカッツによれば、メディア・イベン
トには外部的効果と内部的効果がある。外部的効果
がメディアとそのオーディエンスに対する効果をさ
すのに対し、内部的効果とはイベントの計画運営に
携わる関連組織等に対する効果をさす。一般にメ
ディア効果と言えば前者をさすが、ダヤンとカッツ
の内部的効果とは、本来は情報の送り手である側が
メディア・イベントの効果として情報の受け手にも
なり、それがもたらす効果である。９） 沖縄返還に
関する先行研究は、外交政策決定過程の検討から佐
藤訪沖は返還へのフレーム（frame= 枠組み）を提
供したとみる。10）しかし、これまで米国側が佐藤

訪沖をどう捉えていたかについては検討されて来な
かった。沖縄返還は、日本ではナショナリズムに訴
える政治の問題だったのに対し、米国にとっては官
僚組織の問題だったとする指摘もある。11）だとす
れば、沖縄問題は米国では見えにくい存在だった。
官僚組織の壁に阻まれ、見えにくさゆえの歴史的課
題が日米関係には今も多く存在する。沖縄問題もそ
の一つだが、その見えにくい問題を少しでも「外に
出す」（＝公共圏に提示する）役割がメディアにあ
る。だが、沖縄はひとたび報道されても続報がない
ことも多く、外部的効果が限られるという問題もあ
る。12）そこで本稿では、佐藤訪沖というメディア・
イベントが、それに関与した米国の官僚組織に対し
て、どのような内部的効果をもったのかを分析を試
みる。そのことは、見えにくい外交政策決定過程に
対するメディアの役割を考察することになるだろ
う。

2．米国の沖縄統治と日米関係
沖縄は第二次世界大戦が終了した 1945 年から

19�2 年まで米国の統治下にあった。1952 年の平和
条約発効とともに正式に日本から切り離され、米国
の統治下におかれたが、そこで「琉球諸島」を統治
したのが、1950 年 12 月 5 日、陸軍省指令によって
設置された米民政府（USCAR=United States Civil 
Administration of the Ryukyu Islands　以下、民
政府）である。13）民政府の役割は、琉球諸島に駐
在する米軍が最大限の機能を発揮できるよう支援す
るとともに、米国の軍事外交政策に対する「居留民 

（inhabitants）」の支援を取り付けることにあった。
その意味で住民に対する教育情報プログラムが重視
された。195� 年までは CIE（Civil Information and 
Education= 民間情報教育局）が民政府の一部局と
して再教育プログラムを担当したが、同年の組織改
変により、その役割を広報局が継承した。14）その
意味において広報局は米国の対日戦後占領政策にお
ける心理戦的な伝統を色濃く残していた。15）また、
当時、沖縄に本部があった第七心理部隊に対する「サ
ポート」を行い、「コミュニスト」に対する言論の
監視を行っていた。

沖縄統治をめぐっては、「軍事的必要」から施政
権を維持すべきであると主張する統合参謀本部と、
施政権をいずれは日本に返還すべきであるとする国
務省の間に意見の違いがあった。16）この対立は 60
年代に入っても解消されなかったが、日米関係では、
61 年に対日基本援助が中止され、64 年には軍事援
助も中止された。1�）1959 年からは米太平洋陸軍 G
−２と陸上自衛隊との間で定期的な情報交換が行わ
れるようになった。18）その中で、ライシャワーは、
沖縄問題が危機的状況にあると見て、在沖米軍基地
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を維持しながら、日米関係を強化する方向を提案し
ていた。19）沖縄は日米関係の中で捉えられるよう
になっていた。

米施政権下では軍令によって放送・新聞も許可制
だったが、言論だけでなく、選挙権も制限されてい
た。主席公選を求める声が高まる中で 1964 年 6 月、
琉球政府の大田政作主席が辞表を提出したあと主席
不在が続いていた。このような状況の中で、高等弁
務官に命じられたアルバート・ワトソンは赴任前、
国務省によばれ、沖縄問題についてのレクチャーを
受ける。国務省では沖縄問題に関する日本政府の理
解が得られなければ、米国の沖縄統治が危うくなる
と警告した。20）その後、ワトソンは東京のライシャ
ワーを訪ね、ともに協力して沖縄問題に対処すると
約束する。こうして赴任したワトソンは同年 10 月、
民政府で保守系政治家らを軟禁して一晩続いた「話
し合い」の末、松岡政保を主席に任命する。だが、
こうした中で民政府でも主席公選問題をなんとかし
なければ基地の維持が難しくなるという危機感が生
まれつつあった。

このような状況の中で 65 年 1 月 12 日、ワシント
ンを訪問し、ジョンソン大統領と会談した佐藤は、
時期については保留にした上で沖縄訪問を願い出
る。これに対し、ジョンソンは日米協議委員会の機
能を経済支援以外の分野にも拡大することで対応す
る姿勢を示した。21）ジョンソンが佐藤の訪沖を消
極的ながら認める姿勢を示したのは日本の対沖援助
が 1962 年度に開始され、65 年には �20 万ドルに達
していたという事実がある。日米協議委員会は、そ
の対沖援助を協議する場だった。22）ジョンソンの
承認を得て同年 4 月 2 日、外交文書が交換され、日
米協議委員会の機能が拡大された。23）

一方、沖縄では 11 月の立法院選挙に向けたと思
われるイメージ向上作戦が続いていた。4 月 2 日、
民政府のワーナー民政官から、教育、公衆衛生、公安、
水道施設等の施設費として 455 万ドルの小切手が松
岡政保主席に手渡された。24）4 月 5 日には、琉球列
島に住む被爆者に対する日本での検診許可が発表さ
れた。これは、日本政府が医学的調査のために医師
を琉球列島に派遣し、検診の必要性がある者を選定
し、日本で治療するもので渡航費用は日本政府が支
払う内容だった。25）春から夏にかけては「トラコー
マ撲滅作戦」が米軍と琉球政府の共同事業として久
米島で実施された。これは米軍医療部隊と第十八心
理作戦支隊が久米島を訪問し、住民に対する目の検
査、診療、映画上映を行う内容であった。唐突な作
戦で真意は不明だが、作戦報告には、「久米島は保
守層が多い」「政治的効果だけでなく、ほかの効果
も排除しない」などの記述がある。26）名目は医療
作戦だったが、選挙対策であった可能性もある。

これらの作戦と平行し、各選挙区では詳細な情勢
調査が定期的に実施された。選挙区の調査は立法院
議員によって実施され、報告は松岡主席からワー
ナー民政官に手渡され、陸軍省に報告された。諜報
部隊も動員された。ワシントンでは選挙に向けた非
開示作戦も検討された。その会議でライシャワーは
日本と沖縄の保守政治家の連携を米国が支援するこ
とを提案する。同計画は � 月 22 日、国家安全保障
評議会（NSC）の三◯三委員会で検討されることに
なった。2�）非開示作戦（covert action）に関する
史料は公開されておらず、その内容は不明である。
フレンドシップ作戦は同時期に実施された公開作戦
である。

3．事前準備の開始
具体的準備は 6 月 22 日、ラスク国務長官から東

京の大使館に届いた電報で開始された。電報は、国
務省・国防省の共同メッセージとされ、那覇領事館
と高等弁務官に同時送信された。電報は、「国務省
と国防省はともに佐藤首相の沖縄訪問を支持する」
という内容で、その時期とタイミング、詳細につい
て大使館は日本政府と高等弁務官と話し合い、その
詳細を逐次ワシントンに報告するようにとの指示が
示されていた。さらに、「参考情報（FYI）」として、
以下のように目的が記されていた。「佐藤首相の沖
縄訪問が、日米の協力関係に対する好意的なイメー
ジを高め、日本と自由世界の防衛にとって基地が重
要であること、ベトナムにおける米国の行動を日本
政府が支持している印象を与えることを希望する」。
28）

6 月 29 日、大使館は首相官邸側と打合せで、8 月
19 〜 21 日で高等弁務官も支障がないことを伝え、
2 泊 3 日の日程を決定した。この際、佐藤側はライ
シャワーに沖縄に対する教育福祉面での支援に関す
る話をしたいと伝えている。「居留民の教育福祉の
向上」は表向きには米政府の「方針」でありながら、
軍事優先政策に押しやられ、学校と病院は恒常的な
予算不足だった。

一方、外務省は � 月 4 日の選挙に向けて佐藤訪沖
を 3 日正午、日米共同記者発表として同日夕刊向け
に公表したいと大使館に打診する。だが、大使館で
はワシントンの承認を取るため、正午の発表には応
じられないと返答する。このため、佐藤訪沖は日
米共同発表ではなく、官邸の単独発表となった。29）

大使館からの問合せに対するワシントンからの返事
が届いたのは 9 日だった。ラスクは佐藤訪沖の発表
が日米共同で実施できなかったことを遺憾とし、大
使館は前もって日本側とよく調整し、「米国は佐藤
首相の沖縄訪問を暖かく歓迎している」ことを示す
ために、今後は日米共同で発表を行うように指示を
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出す。ラスクは続けた。「共同声明は高等弁務官が（佐
藤の）公式な招待者であることを明確にすべきであ
り、琉球列島の経済技術的な発展に関する日米協力
の象徴であることを強調すべきである」。30）

これに対し、民政府の反応は鈍かった。民政府か
らみると、ラスク国務長官からの指示は国防省との
共同メッセージのため、従わざるを得なかった。し
かし、ワトソンは米国、日本、沖縄の意図にそれぞ
れ違いがあることをふまえると対応が難しいと考え
ていた。ラスクの電報を受け、民政府ではフライマ
ス渉外局長が東京の大使館と旅程等の調整を開始す
る。しかし、民政府が得られる東京の情報は限られ
ていた。この頃、東京の大使館は民政府の政治顧問
と情報交換を行っていたが、民政府では、沖縄の新
聞が 6 月 26 日、橋本登美三郎幹事長が記者会見で
佐藤首相は農林大臣、文部大臣、厚生大臣とともに
沖縄を訪問し、沖縄の人々の直接要望を聞くと報じ
ると、フライマス渉外局長があわてて東京大使館に
対し、広報計画は日米共同で実施し、声明も共同で
出すべきであると要望した。31）

七月初旬、民政府では佐藤首相を迎えるための管
理委員会（Control Committee）が設置される。そ
の下に、警備部会、広報部会、外交儀礼部会 , 交通
通信部会、日程・行程部会、交流手配部会 , ロジス
ティック部会 の八部会が設置された。統括は在沖
米軍ではなく民政府の担当となったが、部会長のう
ち半数は軍の代表で構成された。委員会長にはラッ
セル・スティーブンスが任命され、米軍情報将校ら
が管理委員会のメンバーに入った。広報部会長には
広報局長代理のアレキサンダー・リオスノフが任命
された。リオスノフはジャーナリズム教育を受けた
民政員で、広報局長代理であると同時に第七心理部
隊員としての顔を合わせもつ人物だった。フレンド
シップ作戦の広報は彼が中心になって進められた。
彼は大使館と在日米軍とできるだけ早い時期に打合
せ、広報方針を統一しておく必要があると考えてい
た。32）

広報部会では、佐藤を迎えるにあたって以下のよ
うな方針を立てた。第一に日本の首相が訪問するこ
とで、米国の沖縄統治を「日本政府は承認している」
ことを印象づける。第二に、米国の琉球諸島におけ
る統治は、戦争の結果ではなく、日米間の条約によっ
て「承認されている」ことを印象づける。33）これ
らの方針は日米友好を印象づけようとしている点は
ラスクの方針を一致しているが、保身的である。そ
れは、米軍に対する反発が強まる中で、それを監視
し、親米的世論を醸成するよう命じられた広報局の
立場を反映したものだったといえるだろう。

ワトソンは 5 日、重い腰をあげるように東京の大
使館と陸軍省に宛てた二本の電報を打つ。それは細

かいロジスティクな内容だった。「日本の首相の沖
縄訪問に対するホストとして高等弁務官は最大限の
努力をする」。そのために必要な前提を確認してお
きたいとして、1）何人来るのか、2）首相は夫人同
伴なのか、3）首相の警備はどうするのか、4）首相
は通訳を連れてくるのか、などの質問をしている。
34）さらに同日、ワトソンは陸軍省に宛てた書簡で、
佐藤首相はできる限り沖縄の人々と触れ合うのが望
ましいので、瑞慶覧基地の米軍宿泊施設に滞在する
よりも那覇市内の民間ホテルに滞在するのが望まし
いが、そのための経費は出るのだろうか、という問
合せをした。これは当時、民政府が四半期ごとの会
計報告を陸軍省に対して行う立場にあり、高等弁務
官といえども連邦政府歳出予算を自由に使える立場
にはなかったことを示している。米軍には膨大な予
算が投じられる一方、民政府は恒常的な予算不足に
悩まされていた。陸軍省から太平洋軍司令官経由で、
佐藤訪問団に対するホテル代の執行許可がワトソン
のもとに届いたのは � 月 22 日のことであった。35）

ラスク国務長官の指令から、ほぼ一ヶ月がたってい
た。

4．報道陣対策、国旗問題
民政府では検討課題が山積していた。
まず、高等弁務官スピーチの方針をどうするかと

いう問題があった。その草稿をみると、� 月 12 日
に作成された案には、「合衆国政府を代表して」高
等弁務官は沖縄を訪問する佐藤首相を歓迎すると書
かれていたが、14 日の修正案では、「高等弁務官の
公式招待で」佐藤首相は沖縄を訪問すると言う表現
になった。36）高等弁務官を米国代表とすれば、一
国の代表である首相と高等弁務官を同レベルに位置
づけることができるが、責任も重くなる。慎重を期
して、高等弁務官の公式招待として佐藤訪沖を位置
づけた。

国旗の掲揚も検討課題だった。沖縄では当時、民
政府条例第 144 号（CA Ordinance No．144）によ
り、合衆国の国旗以外の掲揚が公共の建物で認めら
れていなかった。民政府では � 月 � 日、スティーブ
ンス管理委員長がエーゼンスタイン法務部長に同条
例の解釈を求める。ワーナー民政官は条例改正をせ
ずに佐藤首相の滞在中のみ、高等弁務官の判断で日
本国旗の掲揚を認めるができると主張する。結局、
国旗掲揚をめぐる判断はワシントンの統合参謀本部

（JCS=Joint Chief of Staff）まで上申され、参謀本部
長の判断で佐藤が沖縄に滞在する 3 日間だけ、日本
の国旗掲揚が認められる運びとなった。友好のイ
メージを演出するためであったろう。その許可は参
謀本部からハワイの太平洋陸軍司令官を経由して �
月 23 日、沖縄に届いた。3�）
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報道陣対策も検討された。� 月 1� 〜 18 日には地
元沖縄メディアの代表者を呼び寄せ、取材方針に関
する「指導」が実施された。出席者は沖縄タイムズ
から 2 名 , 琉球新報から 2 名、琉球放送か 1 名の計
5 名。広報局メモには、佐藤訪沖に対する沖縄の人々
の意見は様々であるが、「一国の代表として訪問す
るので敬意をもって報道するのが良いということで
合意した」と記されている。「社員も問題をよく認
識している」という琉球新報の池宮城社長の言葉も
引用されている。リオスノフ広報局部会長は、「沖
縄タイムズと琉球新報を毎日モニターしているが、
編集側も経営側の民政府の意図を理解している」と

「指導」の成果も記録している。38）

琉球放送（RBC）では、川平清報道制作部長の名
前で、佐藤首相とワトソン高等弁務官に対する 30
分のテレビ・インタビューを実施したいと申し入れ
ていた。これを受け、広報局では多数の申し入れが
あると予想されることから、事前に原稿をチェック
した上で、琉球放送による代表取材を許可すること
にした。質問内容は事前に広報局、高等弁務官、大
使館の三者で確認することになった。39）

報道陣は主催者側でできる限りコントロールする
方針が示された。共同プレスセンターに情報を集約
し、移動はエスコートで監視し、写真撮影も制限す
る「埋め込み取材」であった。ワトソンは大使館宛
の電報で、首相の記者会見を初日ではなく 2 日目と
することを希望する。会見を 2 日目とする理由とし
て、高等弁務官や琉球主席と会見した後で、佐藤が
記者会見を行うことが望ましいとしている。40）

� 月 13 日、ワトソンから東京の大使館に送られ
た電報では、報道陣対応についての方針が話し合わ
れた。民政府からは「警備上の理由」から「コミュ
ニスト」（具体的には赤旗の記者）の来沖は望まし
くないという意見が出された。これに対し、大使館
は 1� 日、沖縄訪問を希望しているのは首相官邸ク
ラブの記者たちであり、「警備上は問題がない」と
返信した。ソビエト連邦の記者も訪問を希望してい
ると書かれていた。陸軍省からは 19 日、スパイと
分かっている者以外は訪問を認めるべきであるとい
う意見が提示された。41）

一方、大使館、在日米軍、民政府の広報担当者
間の打合せは、のびのびになっていた。リオスノ
フは再度ワトソンに催促し、打合せが 22 日、よう
やく実現した。午前 11 時 45 分から午後 2 時 30 分
まで行われた広報対策会議には、東京から大使館、
USIS （＝ United States Information Service　合衆
国情報サービス）、在日米軍情報部の 3 名の広報担
当者が出席した。報道陣に対するビザ発行手続き、
プレス・リリースの準備、共同プレスセンターの経
費などが話し合われた。結局、ソビエト連邦をはじ

めとする共産主義国の報道陣には許可証を発行しな
いことで合意した。来沖する報道関係者のリスト
は USIS が日本政府に問い合わせて準備することに
なったが、締め切りは設けず、先着順で希望者を幅
広く受け入れることになった。ただし、民政府の要
望で沖縄の報道関係者に第一優先権が与えられた。
共同プレスセンターの経費は国務省の支出となっ
た。在日米軍からは日本の民間航空機が那覇空港を
発着するのは望ましくないので大型機を米軍側で
チャーターして報道陣を誘導するのが望ましいとい
う意見が出たが、日本の報道各社は自社機での訪沖
を希望する可能性があるとの情報も提出された。42）

広報局の役割は主として沖縄メディアに対する監
視と指導であった。その意味では佐藤訪沖に対して、
広報局は日頃から監視していた沖縄メディアに対し
ては、先述したリオスノフの覚書にみられるように、
ある程度、監視の効果を「自認」していた。しか
し、1960 年代になると東京、そして海外から記者
が訪沖する機会が増えた。特に重要だったのは米国
メディアへの対応であった。ニューヨークタイムズ
の記者に対しては特別対応で弁務官インタビューに
対する想定問答が用意された。1964 年 5 月、ワシ
ントンポストが「私たちの不幸なアジアの砦」と題
したシリーズで沖縄を取り上げた際には、陸軍長官
が反論記事を投稿するという「事件」が起きた。43）

佐藤訪問団への取材は事前登録した者だけに許可
証を与える方針が決められた。その報道陣リスト
には報道関係者として 313 名の名前が登録されてい
る。そのうち 250 名が地元沖縄の「報道関係者」だっ
た。だが、その中には民政府、琉球政府、那覇市役
所等の広報担当者、所属不明の者が含まれ、沖縄本
島以外からの「報道関係者」もいた。しかし、当日、
記者証が発行された記録がない者も多い。おそらく
琉球諸島以外からの報道陣を制限するために地元優
先の原則を設け、地元報道陣の数を多く作成したも
のと考えられる。44）

5．最終調整
東京では日米間で佐藤訪沖の旅程に関する共同発

表の準備が進んでいた。13 日、大使館のエマーソ
ン首席公使は佐藤訪沖に関する最初の発表を日米合
同で実施できなかったことが遺憾であるというラス
クの言葉を伝えた。これに対し、日本側は、佐藤
総理は 28 日の東京都議選挙の後に発表を行いたい
意向を持っているので 8 月上旬の合同発表を提案す
る。これを受け、大使館は国務省と高等弁務官に発
表の時期について意見を求める。また日本側は大使
館を通して訪沖の際に次の三点に関する発表を行い
たい要望を伝えた。それは、1）沖縄の教育につい
て支援する、2）農業・漁業支援の低金利長期ロー
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ンを可能にすること、3）公共施設での日本の国旗
掲揚禁止を取りやめることなどであった。また、佐
藤側は政府専用機の発着を那覇軍事空港ではなく、
那覇民間空港にするように要請した。22 日、エマー
ソンは高等弁務官にそれをふまえた最終旅程案を送
付する。以上のようなやり取りを経て、日米共同発
表は日本時間 28 日正午に決定した。45）

共同発表の翌 29 日、国会では沖縄を発着するＢ
−５２問題が取り上げられた。30 日、佐藤は国会
でベトナム戦争に対する親米的な見解を述べ、椎名
外務大臣も同様の立場を表明した。佐藤はこの年、
南ベトナムに対する医療支援・物資運搬・ダム工事
の支援を米国に対して約束している。46）

8 月に入ると、準備のために東京から日米の広報
担当者らが沖縄を訪問する。USIS と在日米軍の広
報担当官らが 1 日、那覇軍事空港に到着し、広報関
連の最終調整を行った。同日、日本側からも首相官
邸と外務省の広報担当者が那覇民間空港に到着し、
日本政府連絡事務所（JGLO）で事前打合せを行っ
た。4�）

13 日、陸軍省からタス通信と赤旗の記者を除外
することを承認したという連絡が届いた。だが、社
会党の記者については、陸軍省は回答を保留すると
いう意見だった。16 日、高等弁務官は大使館と相
談の上、日本社会党の記者についてはケースバイ
ケースという結論に至ったと陸軍省へ回答した。こ
れも 11 月の選挙を考えての判断であったとみられ
る。

1� 日には、佐藤スピーチの外務省による英訳文
が事前チェックのために大使館から国務省に送信さ
れた。それをみると、佐藤による那覇空港到着後の
最初のスピーチは、“My Fellow Citizens”で始ま
る。冒頭の第一段落に「沖縄が復帰することなくし
て日本の戦後は終わらない」という言葉が含まれて
いた。これを見たラスクは、国務省・国防省の共同
メッセージとして、これは当初の方針と明らかに矛
盾しているという意見を大使館に送る。加えて、「日
本政府に対して琉球における米国の価値を下げない
ように圧力をかけるように」と指示を出す。ラスク
からの書簡に具体的にスピーチのどの部分が問題で
あるかの具体的指摘はなかった。48）これに対して
帰国中のライシャワーの留守を守っていたエマーソ
ンは、外務省の安川アメリカ局長を呼んでラスクの
意見を伝え、文面に一部修正をした。エマーソンは
それをラスクに報告する一方で、佐藤のスピーチに
米国の価値を下げるような内容は含まれてないとい
う意見を述べる。そして日本国内の世論状況を鑑み
ると、今からキャンセルすることは批判を招くので
反対であるとラスクに返信した。49）

8 月 19 日午前 10 時、那覇民間空港に到着した佐

藤は事前準備された原稿に基づくスピーチを行っ
た。「沖縄の復帰なくして、日本の戦後は終わらない」
という文面はそのまま残された。英語版も国務省に
送信された文面が報道資料として報道陣に配布され
た。

広報局の資料によると、3 日間に 60 名ほどの報
道関係者が東京から取材に訪れた。在東京の米国メ
ディア関係者もいた。佐藤首相の一行は総勢 39 名
で、田中角栄、橋本登美三郎、鈴木善幸らの自民党
関係者、首相官邸、外務省関係者などであった。一
行はエスコートに従って那覇空港から車に分乗し、
民政府でワトソン高等弁務官、続いて松岡政保主席
と会見した。そのあと那覇市内の国栄館での 1,200
名が出席する歓迎式に出席し、記者会見を行ってい
る。午後はひめゆりの塔など戦跡を訪れ、嘉手納基
地で米軍主催の夕食会に参加した。50）

6．メディア・スペクタクル
主催者側が予期していなかった事態が起きたのは

19 日の夜だった。佐藤首相への面会を求めて宿泊
先の琉球東急ホテル周辺に集まった八千人の人々の
一部が警官隊と衝突した。この日の衝突で 16 名の
逮捕者が出た。そのうち 6 名は学生だった。ワトソ
ンから陸軍省への報告によれば、逮捕者の中に「政
治的に重要人物は含いなかった」。しかし、「デモ隊」
は翌日午前 4 時過ぎまで解散しなかったため、佐藤
は那覇市内のホテルに戻ることができず、米軍施設
に宿泊することになった。民政府の事後報告によれ
ば、首相官邸の安井長官が出向いてデモ隊の代表と
交渉にあたった。デモ隊はこれを受け入れて早朝、
解散したと報告されている。51）

この騒動が琉球東急ホテルの共同プレスセンター
にいたメディア関係者にとっては格好の取材対象と
なった。デモという対象は、友好よりも対立のフ
レームを好むメディアの指向にぴったり合致するも
のだった。沖縄が米国のメディアに取り上げられる
ことはきわめて珍しい。日本のメディアが佐藤訪沖
に関する様々な事象を詳しく報道したのに対し、米
国のメディアは、その「騒動」を短いトピックス的
なニュースにした。取材に来ていた米国メディアは、
ニューヨークタイムズ、ワシントンポスト、AP 通
信などである。テレビ局は ABC と NBC から各一
名が来ていたが、カメラクルーが来た記録はない。

ニューヨークタイムズは 19 日、20 日の 2 日にわ
たって佐藤訪沖をニュースにした。19 日の記事は
佐藤の「沖縄の復帰なくして日本の戦後は終わらな
い」というスピーチを引用するとともに、那覇空港
の会見場に入れなかった地元の人々が空港付近でデ
モを行っていたことをレポートしている。20 日の
報道は、デモ隊が佐藤の宿泊するホテル周辺に押し
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寄せた結果、米軍基地内に足止めされたこと、デモ
隊と警察が衝突して逮捕者を出したことを報道し
た。これに対して、ロサンゼルス・タイムズ、シカ
ゴ・トリビューンは記者を派遣していなかったので
AP 電を使ったが、ロサンゼルス・タイムズは、「日
本の首相がデモに遭遇、軍事施設に保護された」と
いう見出しで報道した。52）AP 電は、ふだんは沖縄
を報道しない地方新聞にも引用され、全米各地で
ニュースになった。デモ隊は「左翼（leftists）」「暴
徒（mob）」などと称され、それは沖縄に「騒動が
ある」というニュース・フレームを形成した。おそ
らく米国のオーディエンスに対して影響があったと
みられるのが、この AP 電である。53）単発的で続
報はなかったが、それは、それまで官僚組織の内部
でしか認識されていなかった沖縄問題が、ともかく
報道され、外に出たことを意味した。デモ隊は「暴
徒」とされたが、これを組織した側からすると、デ
モも報道されることをあらかじめ狙って事前準備さ
れたメディア・イベントと言えた。

作戦終了後、事後報告に添付された 8 月 28 日付
のリオスノフのメモには、「19 日の夜、琉球東急ホ
テルの共同プレスセンターには情報も写真も入らな
かった。問題は、これに関する公式発表ができなかっ
たことである」と記されている。54）広報部会長は、
情報管理に穴があったことが、それが企画意図とは
別の「対立のフレーム」が提示された原因とみたの
である。メディア・イベントの事前準備には、その
イメージを主催者側が管理する目的が多少なりとも
含まれる。しかし、主催者の意図どおりに管理され
ることを嫌うメディアは突発的事件を好んでニュー
スにする。ダヤンとカッツのメディア・イベントの
定義に対する批判として、ケルナーはこのような突
発的な事件・事故報道を含んでいない点を指摘す
る。実際には突発的で破壊的な事件・事故がメディ
ア・イベントの効果を持つことがある。このような
突発的事件をケルナーは「メディア・スペクタクル

（media spectacle）」と呼ぶ。55）その意味でデモ隊
事件は格好のスペクタクル（見せ物）を報道陣に提
供した。その結果、友好とは反対の「対立のフレー
ム」が米国メディアに提示された。

7．米官僚組織への内部的効果
一方、佐藤訪沖というメディア・イベントは、そ

れを企画・運営した米国の関係者にとっての内部的
効果をもたらした。これまでみてきたように、民政
府（国防省管轄）と東京の大使館（国務省管轄）の
間には沖縄問題を巡る見解の相違があった。佐藤訪
沖でそれが解消されたわけではなかったが、これを
契機に大使館と民政府は連携が深めていく。フレン
ドシップ作戦終了後、民政府は大使館へ礼状を出す。

そこには協力して準備を進められたことに対するラ
イシャワー大使への「感謝」が述べられていた。一
方、ライシャワーは佐藤訪沖の成果は、日米の協力
関係が築けたことである、また大使館と民政府との
協力関係が築けたことが成果であったと国務省に報
告している。56）

9 月には、翌年度に向けた日本の対沖支援案が作
成された。それは全 50 頁に及ぶ詳細な予算案だっ
たが、大使館はそれを「民政府作成の米国案」とし
て国務省に送付する。大使館はもともと日本の対沖
支援に賛成の立場だったが、9 月 20 日、東京で開
催された日米協議委員会には民政府から予算計画局
員が参加、義務教育教員の給料の半分を支払う案が
検討された。

この年の暮れには、それまで広報局長を務めてい
たモンタ・オズボーンがサイゴンの USIS に転勤に
なると、その後に USIA（国務省管轄）のエバンス
が広報局長として着任した。以後、返還まで広報局
長のポストは UISA の派遣組が務め、陸軍省管轄の
民政府に国務省派遣の民政官が混じるようになる。

一方で、佐藤訪沖で起きたデモ事件をきっかけに
警戒感を強めたワトソンは陸軍省に対し、65 年 11
月の立法院選挙に向け、治安部隊の派遣を要請する。
米国メディアの報じる騒動を見ていた陸軍省は、ワ
トソンの要請を承認し、治安部隊の派遣を決めた。
同時に騒動対応のための「化学物質」を沖縄に送る。
復帰運動を展開する政党・団体・組合などが監視の
対象となった。5�）これらの治安部隊が監視を強め
る中で、11 月 14 日に実施された立法院選挙の結果
は米国が支援した保守政党の勝利に終わった。

メディア・イベントとしての佐藤訪沖は広報作戦
の立案者らの意図通りの「友好のフレーム」を形成
しなかった。意図していたのとは逆の「対立のフレー
ム」だった。それはテレビ映像ではなく、短い通信
社電によって提示された。だが、その「対立のフレー
ム」はメディア・イベントの内部的効果として、そ
れまで食い違っていた沖縄に関する米国の官僚たち
の認識が共有される機会を提供した。それは「沖縄
は問題である」という共通認識だった。

ワシントンでは沖縄問題に関する上級省間グルー
プと琉球作業班が設置され、翌 66 年、「私たちの琉
球基地」という報告書が作成された。報告書は、そ
のタイトルが示すように、基地は米国のものという
立場だったが、6 月からは施政権返還に関する調査
が開始された。58）ワシントンに送付される沖縄か
らの返還を求める嘆願書とともに、沖縄が「問題」
として米国外交政策の決定過程に影響を及ぼしかね
ない事案として、政治のアジェンダに上がっていく
ことになる。
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8．結論—米国の広報外交と沖縄
本稿では、佐藤訪沖をメディア・イベントと捉え、

佐藤を迎えた米国側がどのような意図で広報作戦を
準備、実施したかを検討し、その米国側への効果に
ついて考察した。それは事前準備された通りの友好
イメージを提示せず、それとは逆の対立イメージを
提示した。だが、それに携わった組織への内部的効
果をもたらし、沖縄問題に対する優先順位を上げる
結果となった。佐藤に対する戴冠効果はなかったが、
もし、何らかの戴冠効果があったとすれば、それは

「沖縄問題」に対する優先順位を少しだけ押し上げ
たという意味での地位付与効果だった。その意味に
おいて外交政策の決定過程にある一定の効果をもっ
たといえよう。同時に、ワシントンにとっては、東
京が那覇よりも重要になったともいえ、それは沖縄
問題の土俵が、戦後占領の伝統を継承する陸軍省か
ら、外交に移行していく過程であったともいえる。

ロバート・エントマンは、メディアを通した広報
外交（mediated public diplomacy）という概念を
提案する中で、彼はそれを、あえて米国の場合を例
にして、「米国政策のフレームで外国メディアをで
きる限り管理しようとする大統領と彼の外交政策機
構の組織的試みである」と定義した。その意味にお
いて、佐藤訪沖に対するフレンドシップ作戦は、ま
さに米国政策のフレームで外国メディアを管理しよ
うとする広報作戦であった。しかし、エントマンに
よれば、外国メディアは米国の広報外交の対象で
あっても、究極の目的ではなく、米国の官僚らは、
詰まるところ、メディアの影響が米国の外交政策の
決定過程に影響する場合にのみ、それを注視すると
いう。59）沖縄では民政府が沖縄メディアを監視の
対象としながらも、詰まるところは、それらが最終
的に米国の外交政策にどう影響するかを問題視して
いたといえる。佐藤訪沖は、米国の軍事外交方針に
重大な影響があるメディア・イベントとみなされた。
対策も立てられた。その効果は、作戦立案者らの予
想通りではなかったが、官僚組織にもたらした内部
的効果は、その後の米国の対日政策のフレーム形成
に効果をもたらしたといえるだろう。ライシャワー
が提案していた日米同盟関係の強化で沖縄の米軍基
地を維持する方向に米国の対日外交政策は転換して
いくことになる。

メディア・イベントとしての佐藤訪沖を検討する
中で、本稿は民政府の広報作戦に反共的な姿勢が色
濃く、メディアの監視・指導を行うという意味で心
理戦的な側面を持っていたことも明らかにした。表
向きは「友好」作戦だったが、実際には「管理」が
目的だった。また、それは平時における広報という
よりも、戦時の宣伝に似た特徴をもっていた。広報
局の役割は「沖縄の人々の支援をとりつける」とい

うことだったが、その本来の目的を達成することが
できず、逆に対立を深化させた。そして、そこで生
まれた対立のフレームは、その後、治安部隊の動員
という、メディアレベルの枠を超える結果を招いた
のである。
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